
JP 4468062 B2 2010.5.26

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性支持体と、導電性弾性体基層と、表層とからなる帯電ローラであって、
　該表層は、母粒子表面に誘電率が２００以上の強誘電性粒子を被覆してなる複合粒子と
樹脂成分と導電剤とを含有し、
　該母粒子は樹脂であり、該導電剤はカーボン被覆シリカであり、さらに、
　該強誘電性粒子は、ペロブスカイト構造を有するチタン酸ストロンチウム又はペロブス
カイト構造を有するチタン酸バリウムであることを特徴とする帯電ローラ。
【請求項２】
　前記母粒子がメタクリル酸メチル樹脂の粒子である請求項１に記載の帯電ローラ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は帯電ローラに関する。本発明の帯電ローラは、主に電子写真装置などの画像形
成装置に用いられる。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子写真装置や静電記録装置などの画像形成装置に用いられる帯電方式として、
環境面やコスト面を考慮すると、帯電ローラによる接触帯電方式が主流になりつつある。
帯電ローラによるＤＣ帯電方式において、帯電ローラが感光ドラムを帯電することは、帯
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電部材から感光ドラム表面への放電がおこり、電荷が移動するということである。帯電ロ
ーラの表面と感光ドラム表面の電位差がパッシェンの放電限界Ｖｐａを超えた時に放電が
発生し、電荷ΔＱが感光ドラム表面に移動する（パッシェンの法則）（例えば、特許文献
１等）。このΔＱの総和が、感光ドラムに蓄積される電荷Ｑである。ΔＱは、帯電ローラ
と感光ドラムのギャップ（ｄｉ）とそれぞれの誘電率（εｉ）の関係式で表される。
【０００３】
【数１】

【０００４】
　また、帯電ローラは多層構成で形成されることが多く、具体的には導電性支持体とその
外周に導電性弾性層、その外周に抵抗調整層として場合によっては複数の層構成にするこ
とがある。このような多層構成の帯電ローラの場合、先ほどのパッシェンの法則を近似し
て、帯電ローラの誘電率を帯電ローラの最外層の誘電率に置き換えることが可能である。
以上のことから、帯電ローラの最外層の誘電率を増加させることにより、帯電ローラの放
電電荷量Ｑを増加させることが可能である。
【０００５】
　帯電ローラの最外層の誘電率や静電容量を制御する方法について、従来技術には、強誘
電性粒子をそのまま帯電ローラの最外層に分散させる方法（例えば、特許文献２等）が存
在する。しかし、従来の分散方法では導電層に強誘電性粒子が分散されてしまうため、導
電層の抵抗が上昇してしまうという問題や、電子写真装置の高寿命化が進む現在、従来の
分散方法では、帯電ローラの寿命が電子写真装置本体の寿命に対応しきれないという問題
があった。
【特許文献１】特開２００１－０３４０３６号公報
【特許文献２】特許第３２８４６２６号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このような問題に対して、本発明では帯電ローラによるＤＣ帯電方式において、帯電ロ
ーラの帯電能が低下することで起こる帯電不良（帯電横スジ、ポジゴースト）に対する性
能を向上させ、電子写真装置の高寿命化に対応できる帯電ローラを提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明において、強誘電性粒子を別の粉体粒子の表面に被覆することにより生成する複
合粒子を帯電ローラの最外層に分散させることで、単純に強誘電性粒子を分散させた場合
に比べて帯電ローラの最外層の誘電率を効率的に増加させることが可能であることを見出
した。単純に強誘電性粒子を分散させた場合、図４に示されるように導電層中に分散され
る。このように強誘電性粒子が分散すると、強誘電性粒子は絶縁性粒子であり、導電層の
抵抗を著しく上昇させてしまうが、表層としても誘電率は多少上昇する。
【０００８】
　しかし、図１に示すごとく、強誘電性粒子を樹脂粒子等の絶縁性で低誘電率の粒子の表
面に被覆させて表層中に分散させることで、樹脂粒子が帯電ローラの表層中で誘起する誘
電分極効果を強誘電性粒子によってさらに増幅させることができる。このことで、帯電ロ
ーラ表層の誘電率は飛躍的に上昇し、しかも導電層の抵抗を著しく上昇させることはない
。強誘電性粒子としては、誘電率が２００以上であるチタン酸バリウム、チタン酸ストロ
ンチウムが望ましい。これらのチタン酸塩は、ペロブスカイト構造という結晶構造をもつ
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ために強誘電性を示すことができる。この結晶構造が崩れてしまうと、強誘電性をしめす
ことができない。
【０００９】
　本発明における帯電ローラは、最初に最外層に母粒子表面に誘電率２００以上の強誘電
性粒子を被覆した複合粒子を含有することを挙げた。この理由は、例えば前記チタン酸塩
がペロブスカイト構造という結晶構造をもった時に強誘電性を示すことが知られており、
従って、強誘電性粒子の種類よりも、誘電率という性質がより重要であるからである。
【００１０】
　また、次いで前記母粒子が樹脂であることを挙げた。この理由は、絶縁性で低誘電率の
樹脂粒子が帯電ローラの表層中で誘電分極しやすい性質を持つからである。また、樹脂粒
子は比重が小さく、塗料中に分散させることが容易であるからである。
【００１１】
　また、更に前記母粒子の個数平均粒子径が０．５μｍ以上３０μｍ以下であり、かつ前
記強誘電性粒子の個数平均粒子径が０．０１μｍ以上１μｍ以下であり、かつ前記母粒子
の個数平均粒子径が前記強誘電性粒子の個数平均粒子径より大きいという条件を満たすこ
とを挙げた。この理由は、樹脂粒子が３０μｍより大きいと塗料中において沈降しやすく
なり、また、０．５μｍより小さいと塗料中において凝集しやすくなる。被覆される強誘
電性粒子が１μｍより大きくなると、体積が大きくなりすぎて樹脂粒子に被覆されにくく
なり、０．０１μｍより小さいと誘電率自体が低下してしまう。また、母粒子表面に強誘
電性粒子を被覆するためには、強誘電性粒子よりも母粒子の方が大きくなければならい。
母粒子の大きさが強誘電性粒子に比べて約１０倍から２０倍の範囲が好ましい。
【００１２】
　最後に前記強誘電性粒子がチタン酸ストロンチウム及びチタン酸バリウムからなる群よ
り選ばれることを挙げた。強誘電性粒子としては、チタン酸鉛、ロッシェル塩、リン酸二
水素カリウム、ヒ酸二水素カリウム、ＮａＮｂＯ３、ＫＮｂＯ３、ＷＯ３、チタン酸バリ
ウム、チタン酸ストロンチウムなどが挙げられる。この中で、環境にやさしく、安価で高
誘電率を得られるのが、チタン酸バリウム、チタン酸ストロンチウムである。
【発明の効果】
【００１３】
　以上説明したように本発明によれば、ＤＣ帯電方式において帯電ローラの帯電能が低下
することで起こる帯電不良（帯電横スジ、ポジゴースト）に対する性能を向上させて、高
寿命な電子写真装置に対応できる帯電ローラを提供できる
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明の帯電ローラでは、その最外層が、母粒子表面に誘電率が２００以上の強誘電粒
子を被覆してなる複合粒子を含有する。
【００１５】
　母粒子は樹脂粒子であり、例えば、ポリアミド樹脂、シリコーン樹脂、フッ素樹脂、（
メタ）アクリル樹脂、スチレン樹脂、フェノール樹脂、ポリエステル樹脂、ウレタン樹脂
、オレフィン樹脂、エポキシ樹脂、及び、これらの樹脂の共重合体、変性体、誘導体など
があけられる。好ましくは、粒子の大きさがフレキシブルに変えることが可能であること
から、メタクリル酸メチル樹脂が好ましい。
【００１６】
　また、強誘電性粒子として、誘電率が２００以上であるチタン酸ストロンチウム、チタ
ン酸バリウムである。これらのチタン酸塩は、その結晶構造が強誘電性であるために重要
な要素であり、その結晶構造が崩れると、所望の誘電率が発生しない。
【００１７】
　また、本発明における複合粒子は、母粒子の個数平均粒子径が０．５μｍ以上３０μｍ
以下であり、かつ前記強誘電性粒子の個数平均粒子径が０．０１μｍ以上１μｍ以下であ
り、かつ母粒子の大きさを強誘電性粒子に比べて約１０倍から２０倍の範囲に設定する。
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【００１８】
　母粒子表面に強誘電粒子を被覆する方法としては、シランカップリング剤、またはチタ
ネートカップリング剤を用いて母粒子と強誘電粒子を接着する方法が好ましい。接着方法
として乾式法と湿式法の２つが挙げられる。
【００１９】
　（ａ）乾式攪拌法
　強誘電性粒子と強誘電性粒子をヘンシャル、リボン、Ｖ型ミキサー等の高速攪拌機の中
に入れてカップリング剤を含む水溶液または有機溶剤を滴下させる。
【００２０】
　（ｂ）湿式法
　カップリング剤を有機溶剤中に溶解あるいは懸濁させた系に強誘電性粒子と樹脂粒子を
添加し、そのスリラーを十分に攪拌する。ろ過した後乾燥する。場合によってはさらに加
熱処理を行う。
【００２１】
　樹脂粒子表面により均一に強誘電性粒子を被覆するためには、乾式攪拌法より湿式法の
方がより好ましい。
【００２２】
　シランカップリング剤としては、例えば、ヘキサメチルジシラザン、トリメチルシラン
、トリメチルクロルシラン、トリメチルエトキシシラン、ジメチルジクロルシラン、メチ
ルトリクロルシラン、アリルジメチルクロルシラン、アリルフェニルジクロルシラン、α
－クロルエチルトリクロルシラン、β－クロルエチルトリクロルシラン、クロルメチルジ
メチルクロルシラン、トリオルガノシリルメルカプタン、トリメチルシリルメルカプタン
、トリオルガノシリルアクリレート、ビニルジメチルアセトキシシラメン、ジメチルジエ
トキシシラン、ジメチルジメトキシシラン、ジフェニルジエトキシシラン、ヘキサメチル
ジシロキサン、１，３－ジビニルテトラメチルジシロキサン、１，３－ジフェニルテトラ
メチルジシロキサン、フルオロアルキルアルコキシシラン等が挙げられる。
【００２３】
　チタネートカップリング剤としては、イソプロピルトリイソステアロイルチタネート，
イソプロピルトリス（ジオクチルパイロホスフェート）チタネート，ビス（ジオクチルパ
イロホスフェート）オキシアセテートチタネート、イソプロピルトリドテシルベンゼン・
スルホニルチタネート、テトラ（２，２－ジアリルオキシメチル－１－ブチル）ビス（ジ
－トリデシル）ホスファイトチタネート等が挙げられる。
【００２４】
　本発明における帯電ローラの構成としては、２層構成である。２層構成の場合、表層と
基層に分けられる。
【００２５】
　表層を構成する成分として、少なくとも本発明の複合粒子と樹脂成分と導電剤を含まな
くてはならない。
【００２６】
　樹脂成分として、例えば、フッ素樹脂、ポリウレタン樹脂、（メタ）アクリル樹脂、ポ
リカーボネート樹脂、ポリアミド樹脂、ポリオレフィン樹脂等が挙げられる。この中でも
、ポリウレタン樹脂、アクリル樹脂、フッ素樹脂を用いるのより好ましい。
【００２７】
　導電剤としてはカーボン被覆シリカを用いる。
【００２８】
　カーボン被覆シリカは、母体がシリカであるために塗料中の分散性がよく、感光ドラム
の帯電電位（Ｖｄ）が下げる効果がある。
【００２９】
　また、導電剤は、表面処理、好ましくは、疎水化処理して用いることもできる。疎水化
処理剤としては、カップリング剤（珪素、チタン、アルミニウム及びジルコニウム等の中
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心元素は特に選ばない）、オイル、ワニス及び有機化合物等が良い。特に、アルコキシシ
ランカップリング剤及びフルオロアルキルアルコキシシランカップリング剤が好ましい。
【００３０】
　表層の成形方法としては、上記の表層を構成する材料を、サンドミル、ペイントシェー
カ、ダイノミル及びパールミル等のビーズを利用した従来公知の分散装置を用いて公知の
方法により分散させ、得られた表層形成用の樹脂塗料を、ディッピング法やスプレーコー
ト法により、帯電部材の表面、本発明においては基層の上に塗工する。表層塗料の利用効
率を考慮すると、ディッピング法が好ましい。また、本発明においては塗工引き上げ速度
を２０～５０００ｍｍ／ｍｉｎ．に調整する。
【００３１】
　基層を構成する成分としては、少なくともゴム成分と導電剤を含まなくてはならない。
ゴム成分として、例えば、エピクロルヒドリンゴム、ＥＰＭ（エチレンプロピレンゴム）
、ＥＰＤＭ（エチレンプロピレンジエンゴム）、ノルボーネンゴム、ＮＢＲ（ニトリルゴ
ム）、クロロプレンゴム、天然ゴム（ＮＲ）、イソプレンゴム、ポリブタジエンゴム（Ｂ
Ｒ）、スチレン・ブタジエンゴム（ＳＢＲ）、クロロスルフォン化ポリエチレン、ウレタ
ンゴム、ＳＢＳ（スチレン・ブタジエン・スチレン－ブロックコポリマー）、ＳＥＢＳ（
スチレン・エチレンブチレン・スチレン－ブロックコポリマー）等のスチレン系ブロック
コポリマー及びシリコーンゴム等が挙げられる。
【００３２】
　また、導電剤として、例えば、ＬｉＣｌＯ４やＮａＣｌＯ４等の過塩素酸塩、４級アン
モニウム塩等のイオン導電剤、アルミニウム、パラジウム、鉄、銅、銀等の金属系の粉体
や繊維、カーボンブラック、金属粉や酸化チタン、酸化錫、酸化亜鉛等の金属酸化物、硫
化銅、硫化亜鉛等の金属化合物粉、又は適当な粒子の表面を酸化スズ、酸化アンチモン、
酸化インジウム、酸化モリブデン、亜鉛、アルミニウム、金、銀、銅、クロム、コバルト
、鉄、鉛、白金、ロジウムを電解処理、スプレー塗工、混合振とうにより付着させた粉体
、アセチレンブラック、ケッチェンブラック、ＰＡＮ（ポリアクリロニトリル）系カーボ
ン、ピッチ系カーボン等のカーボン粉、カーボン被覆シリカ、カーボン被覆マグネタイト
、カーボン被覆酸化チタン、カーボン被覆硫酸バリウム、カーボンウイスカー，黒鉛ウイ
スカー，炭化チタンウイスカー，導電性チタン酸カリウムウイスカー，導電性チタン酸バ
リウムウイスカー，導電性酸化チタンウイスカー，導電性酸化亜鉛ウイスカー等の導電性
ウイスカーなどの電子導電剤が挙げられる。
【００３３】
　これらのゴム成分と導電剤は任意に組み合わせて用いてもかまわないが、基層の電気抵
抗率のムラを小さくするという目的に対して特に好ましい組み合わせとして、エピクロル
ヒドリンゴムとイオン導電剤が挙げられる。
【００３４】
　この他にも導電性弾性体には必要に応じて、可塑剤、充填剤、加硫剤、加硫促進剤、老
化防止剤、スコーチ防止剤、分散剤及び離型剤等の配合剤を加えることも好ましい。
【００３５】
　導電性弾性体の成形方法としては、上記の導電性弾性体の原料を混合して、例えば、押
出成形や射出成形、圧縮成形等の公知の方法が挙げられる。また、導電性弾性体基層は、
導電性支持体の上に直接導電性弾性体を成形して作製してもよいし、チューブ形状に成形
した導電性弾性体を導電性支持体に被覆させてもよい。なお、基層の作製後に表面を研磨
して形状を整えてもよい。
【００３６】
　基層の形状は、出来上がった帯電ローラと感光体との当接ニップ幅が帯電ローラの長手
方向の分布でできるだけ均一になるよう、基層の中央部の直径が端部の直径よりも大きい
クラウン形状となっていることが好ましい。また、出来上がった帯電ローラの当接ニップ
幅が均一となるために、基層ローラの振れが小さい方が好ましい。
【実施例１】
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【００３７】
　（１）強誘電性粒子を被覆した複合粒子の作製
　３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン（信越化学ＫＢＥ－４０３）のエタノー
ル－水（１：１）溶液１０ＬにＰＭＭＡ粒子（積水化学ＭＢＸ－５平均粒子径５μｍ）１
０ｋｇとチタン酸バリウム（共立マテリアルＢＴ－ＨＰ平均粒子径０．６μｍ　ペロブス
カイト構造）１０ｋｇを添加して、１時間攪拌した。その後、スリラー状態物をろ過して
、１００℃で１時間加熱乾燥後、さらに１６０℃で１時間加熱処理を行い、複合粒子を得
た。
【００３８】
　（２）基層の作製
　エピクロルヒドリンゴム（商品名：エピクロマーＣＧ１０２、ダイソー（株）製）１０
０質量部、充填剤としての炭酸カルシウム３０質量部、研磨性改善のための補強材として
の着色グレードカーボン（商品名：シーストＳＯ、東海カーボン製）２質量部、酸化亜鉛
５質量部、可塑剤としてのＤＯＰ１０質量部、老化防止剤としての２－メルカプトベンズ
イミダゾール０．５質量部、過塩素酸４級アンモニウム塩４質量部を、加圧ニーダーで３
０分混練した。
【００３９】
　更に、加硫促進剤としてのノクセラーＤＭ１質量部、加硫促進剤としてノクセラーＴＳ
１．０質量部、加硫剤としての硫黄１．２質量部を加えて更に１５分間オープンロールで
混練した。
【００４０】
　前記ゴム混合物を、ゴム押出機を使用して、外径１５ｍｍ、内径５．５ｍｍの円筒形に
押出し、２５０ｍｍの長さに裁断し、加硫缶中を使用して、１６０℃の水蒸気中で５０分
間一次加硫し、導電性弾性体基層ゴム一次加硫チューブを得た。
【００４１】
　次に、直径６ｍｍ、長さ２５６ｍｍの円柱形の導電性支持体（鋼製、表面はニッケルメ
ッキ）の円柱面の軸方向中央部２３１ｍｍに金属とゴムとの熱硬化性接着剤（商品名：メ
タロックＵ－２０）を塗布し、風乾した。この導電性支持体を、前記導電性弾性体基層ゴ
ム一次加硫チューブに挿入し、その後、電気オーブンで１６０℃２時間の二次加硫と接着
剤の硬化を行い、未研磨層を得た。
【００４２】
　この未研磨層のゴム部分の両端部を突っ切り、ゴム部分の長さを２３１ｍｍとした後、
ゴム部分を回転砥石で研磨し、端部直径１２．００ｍｍ、中央部直径１２．１０ｍｍのク
ラウン形状で表面の十点平均粗さＲｚ２μｍ、振れ１５μｍの導電性弾性体基層を得た。
【００４３】
　導電性弾性体基層をＮ／Ｎ（常温常湿：２３℃／５５％ＲＨ）環境に２４時間以上放置
した後、導電性弾性体基層を有する帯電ローラの抵抗を測定したところ、２．０×１０５

Ωであった。
【００４４】
　（３）表層の調製
　ラクトン変性アクリルポリオール（商品名：プラクセルＤＣ２０１６、ダイセル化学工
業（株）製）２００質量部を、８００質量部のＭＩＢＫ（メチルイソブチルケトン）に溶
解し、固形分１４質量％の溶液とした。このアクリルポリオール溶液２００質量部に対し
てイソホロンジイソシアネートのブロックタイプのイソシアヌレート型３量体（商品名：
ベスタナートＢ１３７０、デグサ・ヒュルス製）を１５．０質量部とヘキサメチレンジイ
ソシアネートのイソシアヌレート型３量体（商品名：デュラネートＴＰＡ－Ｂ８０Ｅ、旭
化成工業製）を９．６質量部、カーボン被覆シリカ（商品名：ＣＳＢＫ１００Ｙ、戸田工
業（株）製）５．６質量部、シリコーンオイル（商品名：ＳＨ－２８ＰＡ、東レ・ダウコ
ーニングシリコーン（株）製）を０．０７質量部、前記複合粒子を２．８質量部配合し、
これに直径０．８ｍｍのガラスビーズ２００質量部を加えて、ガラスビンに入れてペイン
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トシェーカを使い１０時間分散した。最後に２０８メッシュの網で溶液を濾過して表層塗
料を得た。尚、複合粒子は固形分に対して１４．０質量部配合されていて、以後、複合粒
子に関する配合部数は、固形分に対する値で明記する。
【００４５】
　前記表層塗料をディッピンク法により前記導電性弾性体基層を有する帯電ローラの表面
に塗工した。引き上げ速度１００ｍｍ／ｍｉｎで塗工し、３０分間風乾した後、ローラの
塗工時の軸方向を反転してもう一度引き上げ速度１００ｍｍ／ｍｉｎで塗工し、もう一度
３０分間風乾した後、硬化温度１６０℃で６０分間加熱した。こうして完成したローラを
実施例１の帯電ローラとした。
【００４６】
　＜帯電ローラの評価＞
　上記のようにして得られた帯電ローラを用いて、以下に示すようにして評価を行った。
【００４７】
　（連続複数枚画像出し耐久試験）
　図２に示す電子写真方式の画像形成装置に上記で得られた帯電ローラを取り付けて、常
温常湿環境（Ｎ／Ｎ：２３℃／５５％ＲＨ）、高温高湿環境（Ｈ／Ｈ：３０℃／８０％Ｒ
Ｈ）及び低温低湿環境（Ｌ／Ｌ：１５℃／１０％ＲＨ）の各環境下において、印字率４％
のＡ４画像連続４００００枚の画像出しを行い、初期画像と４００００枚目のハーフトー
ン画像をプリントし、帯電ローラの帯電不良に起因した画像不良の発生について、目視に
て画像評価を行った。画像不良の項目としては、
　（１）帯電横スジ
　ハーフトーン画像上に、印字方向に対して垂直な黒色のスジ状の画像が発生する不良画
像。
【００４８】
　（２）ゴースト
　感光ドラムの１周目に印字したベタ画像が２周目まで残り、潜像を描いてないのに関わ
らず、画像上に現れる不良画像。
【００４９】
　帯電横スジに関しては、◎は得られた画像が非常に良い、○は良い、△はハーフトーン
画像にやや濃度ムラあり、×はハーフトーン画像に濃度ムラ、濃度のガサツキがあること
を示す。
【００５０】
　ゴーストに関しては、○は得られた感光ドラム２周目に潜像なし、△は多少見えるが見
切りレベル、×ははっきり潜像が見えることを示す。
【００５１】
　結果を表１に示す。但し、電子写真感光体の暗部電位ＶＤが画像出し耐久試験初期に、
－７００Ｖ付近となるように印字電圧（直流電圧のみ）を各環境で設定して画像出し耐久
試験を行った。
【００５２】
　感光体はアルミニウムシリンダーに膜厚１８μｍのＯＰＣ層をコートした反転現像方式
の感光ドラムであり、最外層は変性ポリカーボネートをバインダ樹脂とする電荷輸送層で
ある。
【００５３】
　トナーは、ワックスを中心に荷電制御剤と色素等を含むスチレンとブチルアクリレート
のランダムコポリマーを重合させ、更に表面にポリエステル薄層を重合させシリカ微粒子
等を外添した、ガラス転移温度６３℃、質量平均粒径６μｍの重合トナーである。
【００５４】
　（帯電ローラの抵抗の測定）
　また、画像出し耐久試験を始める前（初期）と連続４００００枚の画像出し直後、それ
ぞれについて、帯電ローラの抵抗の測定方法は、図３に示すようにアルミドラム（Ｚ）と
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帯電ローラ（Ｙ）を接触させ、ゴムローラの両端部に接触面積が均一になるように５００
ｇの加重をかけ、従動回転させながら－２００Ｖの電圧をかけて流れる電流を測定し、帯
電ローラの抵抗（Ω）を求めた。結果を表１に示す。
【実施例２】
【００５５】
　チタン酸バリウムを被覆したものからチタン酸ストロンチウム（共立マテリアルＳＴ平
均粒子径０．８μｍ　ペロブスカイト構造）を被覆したものに変更した以外は、実施例１
と同様に作製して実施例２のローラを得て、帯電ローラの評価を行った。
【００５６】
　［比較例１］
　チタン酸バリウムを被覆したものからルチル型酸化チタン（テイカＪＲ－３０１平均粒
子径０．３μｍ）を被覆したものに変更した以外は、実施例１と同様に作製して比較例１
のローラを得て、帯電ローラの評価を行った。
【００５７】
　［比較例２］
　複合粒子の代わりに、チタン酸バリウム（共立マテリアルＢＴ－ＨＰ平均粒子径０．６
μｍ　ペロブスカイト構造）を２．８重量部、ＰＭＭＡ粒子（積水化学ＭＢＸ－５平均粒
子径５μｍ）を２．８重量部添加した以外は、実施例１と同様に作製して比較例２のロー
ラを得て、帯電ローラの評価を行った。
【００５８】
【表１】
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【産業上の利用可能性】
【００５９】
　本発明により高寿命化に対応した帯電ローラが提供され、特に電子写真装置の分野での
利用が期待される。
【図面の簡単な説明】
【００６０】
【図１】本発明の導電層の概念図である。
【図２】電子写真方式の画像形成装置の概要を示す図である。
【図３】帯電ローラの抵抗の測定方法の概要を示す図である。
【図４】従来技術の導電層の概念図である。
【符号の説明】
【００６１】
１　導電層
２　母粒子
３　強誘電性粒子
４　感光ドラム
５　帯電ローラ
６　レーザー
７ａ　現像ローラ
７ｂ　現像剤担持ローラ
７ｃ　現像ブレード
８　転写ローラ

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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